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本書は，EUにおける環境保護に関するシリーズ本として，定評のある

Michael Schmidt先生とLothar Knopp先生監修のEnvironmental Protection in 

the European Unionシリーズの第 5 巻（Volume 5）として出版されたYumiko 

Nakanishi （ed.）, Contemporary Issues in Environmental Law（Springer, 2016）の

翻訳を基礎としたものである。本書の第 2 章，第 3 章，第 7 章および第 9 章は，

Springerの本の該当章をそのまま翻訳したものであるが，その他の章は執筆者

が元の英語原稿を基礎にしつつ，日本の読者に向けて内容を書き改めたものと

なっている。

本書『EU環境法の最前線―日本への示唆―』は，メインタイトルが示

すように，EU環境法の中でも特に新しいトピックスを取り上げている。また，

サブタイトルにあるように，取り上げたトピックスおよび内容が日本への示唆

となるものとなっている。

本書は，10章から構成される。以下において簡単に内容紹介をしていく。

第 1 章「国際環境法，EU環境法と国内環境法の相互関係」（中西優美子）では，

国際環境法およびEU環境法が日本法にどのような影響を与えたかを，日本法

とEU環境法を比較しながら示している。

第 2 章「EU環境法の原則」（Alexander Proelß，翻訳　中西優美子）では，EU運

営条約191条 2 項に定められた環境に関する 4 つの原則が説明され，特に日本

においても関心がもたれている「予防原則」について，EU司法裁判所の判例

を踏まえた詳細な分析がなされている。 Proelß先生は，ヨーロッパにおける

国際およびEU環境法の第一人者として活躍されており，この分野で多数の著

作を公表されている。先生は，これまでに数多くの国際環境法シンポジウムを

開催し，その成果が本として出版され，世界的に名の知れているドイツ・トリ

ア大学の環境・技術研究所（IUTR）の所長をされている。

第 3 章「環境分野におけるEUの権限の範囲」（Alexander Proelß，翻訳　中西優
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美子）では，日本人にとってはなじみなく，理解するのが難しいEU環境措置

を採択する権限，法的根拠条文について詳細な検討がなされている。これらを

正しく理解することで，EU環境法を適格に把握することができるようになる。

第 4 章「オーフス条約における『司法へのアクセス』とEU環境影響評価指

令」（南諭子）では，日本における環境アセスメント違反の司法審査にも言及が

なされ，オーフス条約により設定された国際基準が有する国際法的意義が検討

されている。南先生は，大学院生の頃より環境影響評価を研究テーマとされ，

それを色々な角度から検討されてきた。本章では，その検討がオーフス条約に

おける「司法へのアクセス」の観点からなされた意欲的なものとなっている。

第 5 章「地球温暖化防止に関する日本とEUの取組み」（森田清隆）では，単に

地球温暖化法について述べられるのではなく，WTOとの整合性の文脈で技術

基準・規格の導入，国際的な問題となったEU排出枠制度の航空部門への適

用，国境税調整などに関して踏み込んだ検討がなされている。

第 6 章「EUにおける動物福祉措置の意義と国際的な影響」（中西優美子）で

は，日本ではまだ議論が不十分である，新しい課題「動物福祉」が取り扱われ

ている。 EUにおける動物福祉に関する措置の発展，動物福祉配慮原則の確立

および諸判例を踏まえたうえで，具体例として動物実験禁止とアザラシ毛皮製

品取引禁止を挙げ，日本への示唆を与えるものとなっている。

第 7 章「EUにおける生物多様性の保護」（Sara De Vido，翻訳　中西優美子）で

は，EUにおける生物多様性保護の核となっている 2 つの指令，野鳥の保護指

令ならびに自然生息地および野生動植物に関する指令につきEU司法裁判所の

法務官意見および判決を踏まえ，詳細な分析がなされている。 Vido先生はイ

タリア人であるので，イタリアにおける同指令の実施についても検討がなされ

ている。

第 8 章「EUにおける海洋生物の保護」（佐藤智恵）では，第 7 章が主に陸の生

物保護であったのに対して，主に海の生物保護が扱われている。第 7 章と第 8

章を合わせて読むことで，EUにおける生物の保護を全体的に把握することが

できるようになっている。さらに第 8 章では，海洋生物保護が漁業資源の観点

や環境戦略の文脈からも検討されている。海洋国の日本にとって参考になるだ
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ろう。

第 9 章「EUにおける遺伝子組換え体の課題」（Hans-Georg Dederer，翻訳　藤

岡典夫）では，今後日本でも重要となってくるであろう課題，GMO規制が扱わ

れている。 EUでは，アメリカと異なり消費者団体のGMOに対する懸念が多

く，慎重に規制が実施されており，日本にとって非常に参考になる。 Hans-

Georg Dederer先生は，EUのGMO規制に関する第一者であり，これまで数

多くの著作を発表されてきている。本章を翻訳された藤岡典夫先生は，日本で

は唯一といっても過言でない，GMO法規制の研究者である。

第10章「福島事故後の日本およびEUにおける原子力安全レジームの課題と

見通し」（川﨑恭治・久住涼子）では，2011年 3 月の東日本大震災による福島原子

力発電所の事故を受け，見直された日本およびEUにおける原子力安全レジー

ムが検討されている。川﨑先生は，国家責任を長年の研究テーマとされてきて

おり，また，久住氏は，大学院生の頃から原子力法を専門とし，現在関連機関

で勤務されている。 2 人は，これまでにも共同でこの分野について論文を発表

されている。

本書は，EU法や環境法を学ぶ学生あるいはそれらの研究者だけではなく，

実務家，また，今後の日本の環境政策の形成を担う官公庁関係者，環境や動

物・植物保護にかかわるNGOあるいはそれらに興味をもつ市民の方など幅広

い方に読んでいただきたいと考える。

� 中西優美子




